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○東北学院大学共同研究規程 

平成26年11月19日制定第41号 

改正 

平成29年９月20日改正第111号 

令和２年１月30日改正第４号 

令和５年２月16日改正第40号 

東北学院大学共同研究規程 

（目的） 

第１条 この規程は、東北学院大学（以下「本学」という。）の共同研究の取扱いについて必要な事

項を定め、本学における教育研究の進展を図ることにより、社会の発展に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において「共同研究」とは、本学が、民間、国、地方公共団体等（以下「民間機関

等」という。）と共通の課題について共同で行う研究をいう。 

２ この規程において「研究代表者」とは、共同研究の遂行に関して責任を負う研究者をいう。なお、

本学附置研究所において遂行する共同研究の場合は、当該研究所の責任者が研究代表者となる。 

（実施基準） 

第３条 共同研究の受入れは、本学の教育研究上有意義であり、かつ、本来の教育研究に支障を生ず

る恐れがないと認められる場合に限る。 

（実施条件） 

第４条 共同研究の実施条件は、次に掲げる事項とし、原則として契約書等に記載するものとする。 

(１) 研究課題、研究目的、研究内容、研究期間、研究代表者その他研究の遂行に必要な事項につ

いて定めること。 

(２) 本学が受け入れる研究費は、金額、入金方法及び入金の期日を定め、民間機関等は定められ

た期日までに入金すること。 

(３) 共同研究において、研究費の伴わない共同研究及び相互の研究者の施設の共同使用等に関す

る事項についても契約書に記載すること。 

(４) 入金された研究費は、原則として返金しないこと。ただし、災害その他やむを得ない事由に

より当該研究の遂行が困難になった場合は、その一部又は全部を返金することがあること。 

(５) 本学が受け入れた研究費によって取得した設備、備品等は、本学に帰属すること。ただし、
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研究費を配分する国及び独立行政法人等（以下「国等」という。）の場合、国等に定めのある場

合は、その定めに従うものとすること。 

(６) 研究成果に伴う知的財産等の取扱いは、東北学院大学発明等規程その他本学の関連諸規程に

よって行うこと。 

(７) 災害その他やむを得ない事由が発生した場合は、民間機関等と本学が協議の上、共同研究を

中止又は延長することができること。 

(８) 共同研究期間中において民間機関等に損害が発生した場合、本学の故意又は重大な過失がな

いときは、本学は責任を負わないこと。 

(９) 民間機関等と本学は、共同研究の遂行に必要な資料及び情報を相互に開示すること。ただし、

開示された資料及び情報の取扱いについては、契約書等において秘密保持の取決めを行うものと

すること。 

２ 前項に定める事項のほか、民間機関等及び本学は、協議の上、契約書等により実施条件を別途定

めることができる。 

３ 共同研究の実施機関が国等の場合は、第１項に規定する条件を国等の条件によって実施する場合

がある。 

（研究費の負担） 

第５条 本学は、施設設備を本学において行う共同研究の用に供するとともに、当該施設設備の維持

管理に必要な経常費等を負担するものとする。 

２ 民間機関等は、本学が負担する経費以外の人件費、旅費、設備費、消耗品費等の当該研究遂行に

直接必要な経費（以下「直接経費」という。）及び当該研究の遂行に関連し、直接経費以外に必要

となる経費を勘案して定める額（以下「間接経費」という。）の合算額を負担する。ただし、特別

の事情があると学長が認める場合は、経費の一部又は全額を免除できる。 

３ 前項の規定により民間機関等の負担する額を算出する場合の間接経費は、直接経費の10％に相当

する額を標準とする。 

４ 前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当すると学長が認める場合の間接経費の取

扱いは、第12条に定める共同研究契約によるものとする。 

(１) 当該研究に対する社会的要請が強く、その成果が公益の増進に著しく寄与することが期待さ

れる場合 

(２) 本学の教育研究上極めて有意義であると考えられる場合 

５ 本学は、共同研究の遂行に必要な経費を適切に分担するため、必要に応じて予算の範囲内におい
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て、直接経費の一部を負担することがある。 

（間接経費の取扱） 

第６条 間接経費は、別に定める東北学院大学における競争的資金等の間接経費取扱規程に基づいて

取り扱う。 

（研究費の使用期間） 

第７条 研究費は、原則として契約期間内に使用しなければならない。ただし、特別の事情がある場

合は、学長の許可を得て本学の研究代表者と民間機関等との協議により、契約等を締結の上、使用

期間を変更することができる。 

（研究費の管理及び監査） 

第８条 研究費の使用に関する管理及び監査については、別に定める東北学院大学における研究活動

上の不正行為の防止、対応等に関する規程に従う。 

（研究代表者） 

第９条 研究代表者は、本学専任の教職員が就任しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別の事情がある場合は、学長の許可を得て客員教授等を研究代表者

とすることができる。 

（申込方法） 

第10条 共同研究の申込みは、学長へ共同研究申込書（別紙様式１）を提出しなければならない。た

だし、国等の場合は、採択等の文書によって申込みがあったものとみなす。 

（受入れの決定） 

第11条 学長は、共同研究の実施基準に基づき共同研究の受入れを決定する。 

２ 学長は、研究費が100,000,000円を超える共同研究を受入れる場合は、理事長の承認を得なければ

ならない。 

（契約） 

第12条 学長は、共同研究の受入れを認めたときは、共同研究承諾書（別紙様式２）を民間機関等に

提出し、契約書に基づき共同研究契約を締結する。ただし、国等の場合は、国等の定めに従って行

うものとする。 

（会計） 

第13条 研究費は、原則として学校法人東北学院経理規程及び学校法人東北学院経理規程施行細則に

基づき会計処理を行う。ただし、国等の場合は、国等の定めに従って会計処理を行うものとする。 

（報告書の提出） 
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第14条 研究代表者は、民間機関及び学長から共同研究に関わる報告書を求められた場合は、速やか

に提出しなければならない。 

（事務） 

第15条 共同研究の受入れに関する事務は、研究支援部研究支援課において処理するものとする。 

（改廃） 

第16条 この規程の改廃は、研究環境改善推進委員会の発議により、教授会の議を経て学長が行い、

理事会の承認を得るものとする。 

附 則 

この規程は、平成26年11月19日から施行し、制定後の第５条第３項の規定は、平成27年４月１日以

降の研究開始日となる共同研究契約から適用する。 

附 則（平成29年９月20日改正第111号） 

この規程は、平成29(2017)年９月20日から施行し、平成29(2017)年４月１日から適用する。 

附 則（令和２年１月30日改正第４号） 

この規程は、2020年１月30日から施行する。 

附 則（令和５年２月16日改正第40号） 

この規程は、2023年４月１日から施行する。 

別紙様式１（第10条関係） 

別紙様式２（第12条関係） 

 


